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国立社会保障・人口問題研究所の概況  

1 沿革   

○ 平成8年12月、国立社会保障・人口問題研究所が発足。（旧人口問題研   

究所と社会保障研究所の統合再編による）   

○ 所長：京極 高宣（平成17年4月～）  

2 組織・予算（平成20年度）   

○組織 所長、副所長、政策研究調整官の下、7部（企画部、国際関係部、情  

報調査分析部、社会保障基礎理論研究部、社会保障応用分析部、人  

口構造研究部、人口動向研究部）及び総務課により構成。定員54名。   

○予算 約9億2千万円（一般会計）  

3 主な研究事業  

（1）人口分野の研究  ＊将来推計及び調査は、いずれも5年に1回実施。   

○将来推計 全国将来人口推計、地域推計（都道府県別・市町村別）、世帯  

推計（全国・都道府県別）   

○全国調査 人口移動調査、出生動向調査、家庭動向調査、世帯動態調査  

○研 究（例）  

・国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策的対応に関する人口  

学的研究（平成17～19年度）   

・少子化関連施策の効果と出生率の見通しに関する研究（平成17～19年度）  

（2）社会保障分野の研究（例）   

・社会保障給付費推計（毎年度）   

・社会保障総合モデル事業（平成16～18年度）   

・日本の社会保障制度における社会的包摂（ルヤル・インクルーシ÷ヨン）効果の研究  

（平成16～18年度）   

・医療等の供給体制の総合化・効率化等に関する研究（平成16～18年度）   

・障害者の所得保障と自立支援施策に関する研究（平成17～19年度）  

4 その他   

○次の3種類の学術誌（年4回）の発行や、研究所ホームページ、英文  

WebJollrnalによる海外への発信を実施。  

①季刊社会保障研究 ②海外社会保障研究 ③人口問題研究   

○ その他、厚生政策セミナーの開催、研究叢書の発行等を行っている。  
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平成20年9月24日  

国立社会保障・人口問題研究所所長  

京極 高宣 殿  

国立社会保障・人口問題研究所  

研究評価委員会委員長 庄司 洋子  

評 価 報 告 書   

今般、国立社会保障・人口問題研究所研究評価委員会規程に基づき、平成1  

7年度から平成19年度に係る国立社会保障・人口問題研究所（以下「研究所」  

という。）の機関評価を実施したところであり、その結果について、下記のとお  

り取りまとめたので、報告する。  

記  

1．研究・開発・試験・調査・人材養成等の状況と成果   

研究所は、社会保障及び人口問題に関する調査及び研究を行う厚生労働省の  

政策研究機由として、その所掌事務に係る調査研究業務等を着実に実施してき  

ている。   

例えば、人口・世帯の推計や、出生動向・世帯・家族及び人口移動め動向の  

調査研究は、我が国の諸政策・研究の基礎データとして、また、社会保障給付  

費推計は、我が国の社会保障を数量面で全体的に把握し、国際比較にも資する  

調査として、高い評価を得ている。また、社会保障モデルの開発や各種政策課  

題に関する研究も着実に成果を挙げてきているところである。   

我が国においては、現在、少子高齢化、家族形態や労働環境の変化など、社  

会経済構造の大きな変化が進んでおり、こうした中で、人口・世帯等や社会保  

障の動向把握や将来推計についても、今後、より困難となることが予想される  

が、新たな手法の導入や国際的動向を踏まえた改善などを進め、各種政策・研  

究への信頼されるデータ解析などの研究成果の提供・普及という、各方面の期  

待に応えていくことが必要である。   

また、多くの政策課題を抱える厚生労働行政の推進に資するため、政策当局  

との連携の下で政策の企画立案等に資する研究の一層の充実に積極的に取り組  

むことが期待される。  

2   



2．研究開発分野・課題の選定   

研究所において取り組んでいる研究課題については、近年の社会保障及び人  

口問題を1取り一巻く状況を踏まえ、所内の研究蔀の部長等により構成される研究  

計画委員会における議論を経て、所長のリーダーシップの下に決定されている。   

今回の評価期間においても、こうした議論・ 決定を経て、少子化、医療・介  

護、障害者自立支援、低所得者等の様々な重要政策課題にづいての調査研究が  

進められていることは評価できるが、さらに、研究開発分野■課題の選定にお  

いて、次の点に留意することが必要である。  

①人口問題分野の研究者と社会保障分野の研究者との相互協力による研究を   

更に進めていくべきである。  

（∋社会保障において実証的研究が積極的に進められていることは評価できる   

が、理論的研究も重要であり、両者のバランスをとって進めることが必要で   

ある。  

3．研究資金等の研究開発資源の配分   

研究所においては、各研究課題ごとに予算が計上されており、研究の実施に  

際し、当該予算を各部に配分することはしていないことから、本項目について  

は非該当である。  

4．組織・施設整備・情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制   

研究所の組織については、現在の組織体制によって社会保障及び人口問題の  

研究の実施に必要な基本的枠組みは確保されているものと考えられるが、近時  

の社会保障及び人口問題の政策研究の量的拡大や質的な高度化に適切に対応し  

ていくためには、研究に必要な人的資源の確保に向けた取組が引き続き必要で  

ある。現下の政府における厳しい定員管理の下でも、研究所が、主任研究官の  

増員や、定員外の客員研究員、分担研究者・研究協力者の活用により研究体制  

の確保に努めていることは評価できるが、今後も、引き続きこうした努力を行  

うことにより研究の質を高めることが重要である。   

研究所の施設設備及び情報基盤については、各研究者に対し社会保障及び人  

口問題に関する研究活動を円滑に行う上で良好な環境が確保されているものと  

考えられる。   

なお、′知的財産権の取得に関しては、社会保障及び人口問題に関する政策研  

究の過程においては、当面のところ、想定しにくいものである。  

5．共同研究、国際協力等外部との交流   

研究所における研究内容を、内外の最新の研究成果を踏まえた質の高いもの  
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としてしノ、くためには、内外の研究者との共同研究・交流を積極的に進めていく  

ことが不可欠である。研究所においては、各研究プロジェクトにおける研究活  

動や機関誌の編集等が外部研究者の参加も得て実施されており、また、公開の  

場において内外の第一線研究者が討論する厚生政策セミナーの開催、外国人研  

究者の招聴による特別講演会の開催などの取組が進められているところである  

が、他の研究機関とのコラボレーションや、セミナー等の公開での研究発表の  

場を増やしていくなど、更にこうした共同研究i交流の機会を増やしていくよ  

う取り組んでいくことが望まれる。  

6．研究者の養成及び確保並びに流動性の確保   

研究所においては、研究者の確保にあたっては、ホームページ掲載等により  

広く公募が行われ、応募者については、・論文審査等の一次審査で専門性が、ま  

た、幹部職員全員による面接審査でバランス感覚や政策視点等を考慮に入れた  

‘審査がなされるなど、適切な採用への努力が行われている。   

研究者の養成については、修士課程（博士前期課程）修了以上の学歴を有す  

る者が入所者の多数を占めるという状況の下で、入所後は研究プロジェクトに  

参加して一定の調査研究をする中で研究者として養成されている。 また、研究  

所幹部及び研究評価委員による研究者評価においても、学位取得や研究の方向  

性等について適切に指導する等により人材養成が行われている。更に、若手・  

中堅研究者には、在外研究が奨励され、外国人研究者との共同研究、国際学会  

や国際セミナー・ワークショップへの参加などが推進されている。   

また、流動性については、研究所研究者の大学等への転出が少なくないが、  

これは、我が国唯一の社会保障及び人口問題の総合的な研究機開から専門的研  

究能力を有する人材を送り出すことにより、我が国の社会保障及び人口問題研  

究に広がりと深みをもたらすとともに、大学等へ移った後も研究所のプロジェ  

クトに外部研究者として参加・貢献しているという意味で、社会保障及び人口  

問題研究の人材養成の側面も有している。  

7．専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組   

研究所においては、専門学術誌として関係方面から高い評価を受けている「季  

刊社会保障研究」、「海外社会保障研究」及び「人口問題研究」が毎年着実に刊  

行され、また、厚生政策セミナー、研究報告会、研究交流会等も積極的に行わ  

れている。更に、ホームページにおいても、少子化情報ホームページや、機関  

誌・・統計資料集の登載、英文ウェブジャーナル等豊富な情報を発信しており、  

アクセス数も近年大幅に増加してきている。   

こうした情報発信の取組は評価されるものであるが、今後、次のような点に  
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留意すべきである。  

（D地域レベルでの政策立案や調整の重要性を踏まえ、地域レベルの情報のデ  

ータベース化や分析手法の紹介等を行うこと。また、人口分野の統計資料  

について、研究成果を反映した内容の見直しを絶えず行うこと。   

②研究叢書や研究資料等の．出版を含め、研究所における各研究者の研究成果  

を情報発信する場を積極的に作り出すこと。   

③ホームページにおいて、 研究者個人の名を載せたレポートを掲載するなど、  

個人研究者の顔が見えるような工夫をすること。  

8．倫理規程、倫理審査会等の整備状況   

研究所は、社会保障及び人口問題に関する政策研究を行う人文科学系の研究  

機関であることから、生物に係る実験等を行う場合の倫理面での配慮には非該  

当であるが、個人情報などのプライバシー 保護については、今後より一層慎重  

に配慮しなければならない。なお、これまでのところ、個人情報については、  

統計法等に則って、適切に保護されている。  

9．その他 

政府全体を通ずる厳しい定員管理の中で、今後とも政策研究機関としての期  

待に応え、質の高い研究成果を挙げていくためには、研究所全体として、研究  
者間の業務量の適切な配分や業務量全体の適正化に取り組むことが必要不可欠  

である。研究所において、個人研究計画書の作成における所内各研究者と所属  

研究部長と、の協議や、全部長を構成員とする「研究計画委員会j における各調  

査研究プロジェクト編成の検討を通じて、こうした取組が行われていることは  

評価するが、更に、研究員の在外研究の機会の確保という観点も踏まえ、全所  

的取組を更に進めていくことが望まれる。  
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国立社会保障・人口問題研究所研究評価委員名簿  

平成20年7月28日現在  

池 上 直 己  慶應義塾大学医学部教授  

稲 葉  寿  東京大学大学院数理科学研究科准教授  

井．上  孝  青山学院大学経済学部教授  

大 竹 文 雄  大阪大学社会経済研究所教授  

河 野 正 輝  熊本学園大学徒会福祉学部教授  

佐 口 和 郎  東京大学大学院経済学研究科教授  

清 水 浩 昭  日本大学文理学部数享受  

立教大学大学院21世紀社会デザイン研  

究科教授  

庄 司 洋 子  

盛 山 和 夫  東京大学大学院人文社会系研究科教授  

田 近 栄 治  一橋大学大学院経済学研究科教授  

津 谷 典 子  慶応義塾大学経済学部教授  

原  俊 彦  札幌市立大学デザイン学部教授  

虞 嶋 清 志  島根大学法文学部教授  

渡 辺 真知子  明海大学経済学部教授  

（研究評価委員14名）  
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機関評価に係る対処方針  

国立社会保障・人口問題研究所  

所長 京極 高富   

平成20年9月24日付けにより、国立社会保障・人口問題研究所評価委員  

会委員長から提出された「評価報告書」（別添）において、当研究所の運営に関  

して改善が求められた諸事項に関しては、平成20年度以降において、下記の  

方針により対処するものとする。  

記  

〈改善を求められた事項〉   

我が国においては、現在、少子高齢化、家族形態や労働環境の変化など、社  

会経済構造の大きな変化が進んでおり、こうした中で、人口・世帯等や社会保  

障の動向把握や将来推計についても、今後、より困難となることが予想される  

が、新たな手法の導入や国際的動向を踏まえた改善などを進め、各種政策・研  

究への信頼されるデータ解析などの研究成果の提供・普及という、各方面の期  

待に応えていくことが必要である。   

また、多くの政策課題を抱える厚生労働行政の推進に資するため、政策当局  

との連携の下で政策の企画立案等に資する研究の一層の充実に積極的に取り  

組むことが期待される。  

〈対処方針〉   

人口・世帯等については新たな推計手法の開発や調査分析手法の導入に取り  

組み、また、社会保障給付費については、制度改正に対応した集計方法等の改  

善やより包括的な費用把握を目指すとともに、国際的な動向にも注視し、諸外  

国の統計との整合性の向上など必要な改善に努めていく。   

また、政策の企画立案等に資する研究については、今後とも、積極的に取り  

組むとともに、その成果の普及に努め、事実に裏付けられた政策提言を打ち出  

すことができるよう取り組む。  
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〈改善を求められた事項〉   

研究開発分野・課題の選定におヤ、て、次の点に留意することが必要である。  

①人口問題分野の研究者と社会保障分野の研究者との相互協力による研究を   

更に進めていくべきである。  

②社会保障において実証的研究が積極的に進められていることは評価できる   

が、理論的研究も重要であり、両者のバランスをとって進めることが必要で   

ある。  

〈対処方針〉   

人口問題分野と社会保障分野の研究者との協力による研究については、これ  

までも取り組んできたが、今後、更に、両分野の研究者の参加による研究交流  

会等の開催や研究プロジェクトの運営等に積極的に取り組んでいく。   

社会保障の研究においては、理論的研究にも力を注ぎ、両者のバランスをと  

って研究を進めていく。  

〈改善を求められた事項〉   

現下の政府における厳しい定員管理の下でも、研究所が主任研究員の増員  

や、定員外の客員研究員、分担研究者・研究協力者の活用により研究体制の確  

保に努めていることは評価できるが、今後も、引き続きこうした努力を行うこ  

とにより研究の質を高めることが重要である。  

〈対処方針〉   

厳しい定員管理の中ではあるが、今後とも、必要な研究体制が確保できるよ  

う、増員要求や客員研究員等の活用などの努力を進めていく。  

〈改善を求められた事項〉   

研究所においては、各研究プロジェクトにおける研究活動や機関誌の編集等  

が外部研究者の参加も得て実施されており、また、公開の毒引こおいて内外の第  

一線研究者が討論する厚生政策セミナーの開催、外国人研究者の招将による特  

別講演会の開催などの取組が進められているところであるが、他の研究機関と  

のコラボレーションや、セミナー等の公開での研究発表の場を増やしていくな  

ど、更にこうした共同研究・交流の機会を増やしていくよう取り組んでいくこ  

とが望まれる。  

〈対処方針〉   

厳しい予算状況の下で、厚生政策セミナーなどの大規模な交流の機会を増や  

すことはなかなか困難であるが、各研究プロジェクトにおいて幅広い研究者と  

ー
．
り
＝
」
 
 



の連携を一一層深めていくことや、研究成果の発表の場として、公開のワークシ  

ョップやシンポジウムを活用していくことなどにより、更に共同研究・交流の  

機会を増やしていくよう努めていく。  

〈改善を求められた事項〉  

情報発信について、今後、次のような点に留意すべきである。  

①地域レベルでの政策立案や調整の重要性を踏まえ、地域レベルの情報の   

デー一夕ベー ス化や地域関連の分析手法の紹介等を行うこと。また、人口   

分野の統計資料について、研究成果を反映した内容の見直しを絶えず行  

うこと。  

②研究叢書や研究資料等の出版を含め、研究所における各研究者の研究成   

果を情報発信する場を積極的に作り出すこと。  

③ホーームページにおいて、研究者個人の名を載せたレポートを掲載するな   

ど、個人研究者の顔が見えるような工夫をすること。   

〈対処方針〉   

地域レベルの政策立案等に資するため、地域レベルの情報のデータベース化  

や地域関連の分析手法の紹介等については可能なものから取り組む。また、人  

口分野の統計資料については、最新の研究成果を踏まえ、今後とも、適宜、そ  

の内容の見直しを因っていく。   

研究所iこおける研究成果の情報発信の場の確保については、予算面の制約が  

あり、出版物のさらなる拡充には難しい点もあるが、研究叢書の着実な刊行や  
ホームページの活用など、様々な方策を検討していくこととする。   

なお、個人研究者の顔が見える工夫については、研究所年報において個人の  

各年度における研究活動を紹介しており、また、ホームページにおいて、各研  

究者が研究成果を踏まえ作成したディスカッションペーパーを掲載するなどを  

行っているところであり、今後とも、こうした取組を進めていく。  

〈改善を求められた事項〉  

業 匿の 
在外研究の機会の確保という観点も含め、研究者間の業務量の適切  

務量全体の適正化への取組を更に進めていくことが望まれる。  

〈対処方針〉   

研究者間の業務量の適切な配分や業務量全体の適正化については、研究員の  

在外研究の機会の確保という観点も踏まえ、今後とも、研究プロジェクトの企  

画立案やプロジェクトの研究組織の編成に当たって配慮していく。また、非常  

勤職員の積極的活用等によって、研究者の業務負担の増大に対処するよう、引  
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き続き努力する。  

⑩   




